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北海道規則第４８号

北海道財務規則の一部を改正する規則

北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項の表中「支庁」を「総合振興局振興局 」に、「地域振興部長」を「地域政策部長」

に改め、同条第２項第３号中「支庁 総務課主幹（地域振興部長」を「総合振興局等（総合

振興局及び振興局をいう。以下同じ。） 総務課主幹（地域政策部長」に、「支庁長」を

「総合振興局長等（総合振興局長及び振興局長をいう。以下同じ。）」に改める。

第５条第３項中「支庁」を「総合振興局等」に改める。

第７条の次に次の１条を加える。

（分任出納員の設置）

第７条の２ 教育局（北海道教育庁組織規則第３章第１節に規定する教育局をいう。以下同

じ。）に分任出納員を置き、教育局の企画総務課長（以下「企画総務課長」という。）の

職にある者をもって充てる。

２ 企画総務課長が欠けた場合においては、当該職の任命が行われるまでの間は、教育局の

長のあらかじめ指名する上席の会計員が分任出納員となるものとする。

３ 分任出納員は、法第１７１条第３項に規定するその他の会計職員がつかさどることとされ
る事務に従事する。

４ 分任出納員は、知事からその補助機関である職員に任命されたものとする。
５ 企画総務課長はその職を離れたとき、第２項の規定により分任出納員になった者は新た
に企画総務課長の任命が行われたとき、知事からその補助機関である職員を免ぜられたも
のとする。
第８条の２の次に次の１条を加える。
第８条の３ 総合振興局等に置かれた出納員は、分任出納員に対し、知事の指定する地方部
局が所掌する事務に係る支出負担行為に関する確認に関する事務（知事の定めるものに限
る。）の執行を委任するものとする。
第９条第３項中「地方部局に」を「地方部局（教育委員会の管理に属する道立の学校（以
下「道立学校」という。）を除く。）に」に改め、同条第５項中「又は出納員」を「、出納
員又は分任出納員」に改める。
第１０条第１項中「以下同じ。」を削る。
第１２条第２項第１号、第４項第１号及び第５項並びに第１３条の２第２項中「支庁長」を
「総合振興局長等」に改める。
第１４条中「課の長（部長等の指定する参事」を「課（課に相当する組織を含む。）の長
（課に置かれた参事以外の参事であって部長等の指定するもの」に、「当該課」を「当該課
（課に相当する組織を含む。）」に改める。
第１４条の２第１号イ中「支庁長」を「総合振興局長等」に改め、同条の次に次の１条を加
える。
第１４条の３ 前２条の規定にかかわらず、本庁（教育庁本庁及び警察本部を除く。）の課に
置かれた担当課長、参事又は室等の長は、これらの規定により課長等が専決することがで
きる事項（当該担当課長若しくは参事の主管に属する事務又は当該室等の分掌に係るもの
に限る。）のうち、あらかじめ課長等の指定するものを専決することができる。
第１８条中「又は出納員」を「、出納員又は分任出納員」に改める。
第２０条第２項中「関係支庁長」を「関係総合振興局長等」に改める。
第３０条第３項中「支庁等出納員（」及び「をいう。第３４条の２第２項において同じ。）」
を削る。
第３４条の２第２項中「支庁等出納員」を「第５条第３項又は第４項の規定により当該部局
の所掌する事務に係る会計管理者の権限の委任を受けた出納員」に改める。
第８１条第３項中「又は出納員」を「、出納員又は分任出納員」に改める。
第８９条第１項及び第２項中「又は出納員」を「、出納員又は分任出納員」に改め、同条第
３項中「とき」の次に「又は前項の規定による送付を受けたとき」を加え、同項を同条第４
項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。
３ 分任出納員は、支出命令の審査を終わったときは、当該支出命令書を出納員に送付しな
ければならない。
第９０条中「又は出納員」を「、出納員又は分任出納員」に改める。
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第９２条第３項、第９３条第３項及び第９４条第３項中「が審査をした」を「から第８９条第４項
の規定による通知を受けた」に改める。
第１１１条第２項中「又は出納員」を「、出納員又は分任出納員」に改め、同条第４項を同
条第５項とし、同条第３項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第
２項の次に次の１項を加える。
３ 分任出納員は、前項の規定による支出更正命令書の送付を受けたときは、当該支出更正
命令書を出納員に送付しなければならない。
第１１３条第１項中「又は出納員」を「、出納員又は分任出納員」に改め、同条中第７項を
第８項とし、第６項を第７項とし、同条第５項中「前項」を「第４項」に、「送付」を「送
付又は前項の規定による戻入命令書（第４項の規定に係るものに限る。）の送付」に改め、
同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。
５ 分任出納員は、第１項後段（前２項において準用する場合を含む。）の規定による戻入
命令書の送付を受けたときは、当該戻入命令書を出納員に送付しなければならない。
第１２２条中「地方部局」の次に「（道立学校を除く。）」を加える。
第１７５条第１項中「年３．６パーセント」を「年３．３パーセント」に改める。
第１８７条中「地方部局長」の次に「（道立学校の長を除く。）」を加える。
第１８９条中「次条、第１９１条」を「第１９１条、第１９１条の２」に改める。
第１９０条の前の見出しを「（一時借入金の借入れ）」に改め、同条第１項中「生じ、他会
計から歳計現金の融通を受け、又は」を「生じるため」に改め、「歳計現金融通申請書又
は」を削り、「財政課長」の次に「（銀行その他の金融機関からの借入れに係るものにあっ
ては、経理課長）」を加え、「他会計からの歳計現金の融通又は」を削り、同条第２項中
「財政課長」の次に「又は経理課長」を加え、「他会計からの歳計現金の融通又は」を削り、
同条第３項中「財政課長」の次に「又は経理課長」を、「関係部長等」の次に「（経理課長
が決定をしたときにあっては、財政課長を含む。）」を加える。
第１９１条を第１９１条の２とし、第１９０条の２の次に次の１条を加える。
（歳計現金の会計相互間の融通）
第１９１条 会計管理者は、一般会計又は特別会計の歳計現金に不足があるときは、会計相互
間で歳計現金を融通して使用することができる。
第１９２条の前の見出し中「融通金の返戻及び」を削り、同条第１項中「融通を受けた現金
（以下「融通金」という。）又は」、「返戻又は」及び「融通金返戻申請書又は」を削り、
「財政課長」の次に「（銀行その他の金融機関からの借入れに係るものにあっては、経理課
長）」を加え、同条第２項中「財政課長」の次に「又は経理課長」を加え、「融通金の返戻
又は」を削る。
第１９２条の３中「融通金の返戻又は」を削る。
第１９３条第１項中「第１９０条第３項の規定による会計相互間の歳計現金の融通の通知を受け

たとき又は第１９１条」を「第１９１条又は第１９１条の２」に改め、「年度間の」を削り、同条第
２項中「第１９２条第３項」を「第１９１条又は第１９１条の２」に改め、「融通金の返戻の通知を
受けたとき又は歳計現金の年度間の」を削り、「係る現金」の次に「（以下「融通金」とい
う。）」を加える。
第２１３条の３第１項中「支庁長」を「総合振興局長等」に改める。
第３１１条中「第１１１条第４項後段」を「第１１１条第５項後段」に改める。
第３１２条第２項中「第１１３条第６項」を「第１１３条第７項」に改める。
第３２３条中「地方部局」の次に「（道立学校を除く。）」を加え、「又は出納員」を「、
出納員又は分任出納員」に改める。
第３２５条第１項及び第３項並びに第３２７条第２項中「又は出納員」を「、出納員又は分任出
納員」に改める。
第３４８条第１項第３号中「及び」を「並びに」に、「会計員」を「会計員及び分任出納
員」に改め、同条第２項中「支庁長又は東京事務所長」を「総合振興局長等、東京事務所長
又は教育局の長」に改める。
第３５０条第１項中「支庁長」を「総合振興局長等」に改め、「は東京事務所長」の次に「、
教育局の長をして検査を行わせる場合にあっては教育局の長」を加える。
第３５６条第２項中「支庁」を「総合振興局等」に改める。
附則に次の３項を加える。
７ 会計管理者は、当分の間、第５条第３項の規定にかかわらず、空知総合振興局札幌建設
管理部の分掌する事務に係る同項各号に掲げる事項（知事の定めるものを除く。）の執行
については、石狩振興局に置かれた出納員に委任するものとする。
８ 知事は、当分の間、第１２条第１項の規定にかかわらず、空知総合振興局札幌建設管理部
の分掌する事務に係る同項各号に掲げる事項（知事の定めるものに限る。）の執行につい
ては、石狩振興局長に委任する。この場合において、同条第７項中「及び第３項から第６
項まで」とあるのは「、第３項から第６項まで及び附則第８項」とする。
９ 空知総合振興局長は、当分の間、当該総合振興局札幌建設管理部の分掌に係る事務のた
め、知事が別に定める物品の購入等をしようとするときは、当該物品の購入等の事務の処
理を石狩振興局長に依頼しなければならない。この場合において、第２１３条の２第２項及
び第３項の規定は、当該依頼について準用する。
別表第１を次のように改める。
別表第１（第２条関係）

部 局 （本 庁） 地 方 部 局

（経済部） サハリン事務所

各総合振興局
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各振興局

東京事務所

札幌道税事務所

消防学校

原子力環境センター

北方領土対策根室地域本部

開拓記念館

女性相談援助センター

衛生研究所

衛生学院

各看護学院

心身障害者総合相談所

精神保健福祉センター

身体障害者リハビリテーションセンター

旭川肢体不自由児総合療育センター

向陽学院

大沼学園

計量検定所

各高等技術専門学院

障害者職業能力開発校

農業大学校

漁業研修所

（教育庁本庁） 三岸好太郎美術館

教育庁空知教育局 当該教育局の管轄区域内に所
在する各道立学校同 石狩教育局

同 後志教育局

同 胆振教育局

同 日高教育局

同 渡島教育局

同 檜山教育局

同 上川教育局

同 留萌教育局

同 宗谷教育局

同 オホーツク教育局

同 十勝教育局

同 釧路教育局

同 根室教育局

同 実習船管理局

教育研究所

特別支援教育センター

図書館

近代美術館

旭川美術館

函館美術館

帯広美術館

（警察本部） 警察学校
札幌方面所在の各警察署

函館方面本部 函館方面所在の各警察署

旭川方面本部 旭川方面所在の各警察署

釧路方面本部 釧路方面所在の各警察署

北見方面本部 北見方面所在の各警察署

別表第１の３を次のように改める。
別表第１の３（第１２条関係）

身体障害者リハビリテーションセンター
障害者職業能力開発校

空知総合振興局長

札幌道税事務所
女性相談援助センター
心身障害者総合相談所
向陽学院

石狩振興局長
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計量検定所
札幌高等技術専門学院

原子力環境センター 後志総合振興局長

室蘭高等技術専門学院
苫小牧高等技術専門学院

胆振総合振興局長

大沼学園
函館高等技術専門学院
漁業研修所

渡島総合振興局長

江差高等看護学院 檜山振興局長

旭川高等看護学院
旭川肢体不自由児総合療育センター
旭川高等技術専門学院

上川総合振興局長

紋別高等看護学院
網走高等看護学院
北見高等技術専門学院

オホーツク総合振興局長

帯広高等技術専門学院
農業大学校

十勝総合振興局長

釧路高等技術専門学院 釧路総合振興局長

北方領土対策根室地域本部 根室振興局長

別記様式目次中「歳計現金融通・一時借入金借入申請書」を「一時借入金借入申請書」に、
「融通金返戻・一時借入金償還申請書」を「一時借入金償還申請書」に改める。
第３９号様式その１中
「歳計現金融通
一時借入金借入申請書」を「一時借入金借入申請書」に、「財政課長 様」を「（財政課

長又は経理課長） 様」に、
「 北海道財務規則第１９０条第１項の規定により、次のとおり

歳計現金の融通を受け
一時借入金の借入れを行いたいので申請します。 」を

「 北海道財務規則第１９０条第１項の規定により、次のとおり一時借入れを行いたいの
で申請します。 」に、

「融通を受ける
借入れを行う会計名」を「借入れを行う会計名」に、

「融 通 を す る 会 計 名
貸出しを行う金融機関名」を「貸出しを行う金融機関等」に、

「返戻
償還財源」を「償還財源」

に、「融通借入年月日」を「借入年月日」に、
「返戻
償還年月日」を「償還年月日」に改め、末尾欄

外注の事項中「融通又は」を削り、同様式その２末尾欄外の注の事項中「融通又は」及び

「返戻又は」を削り、同様式その３末尾欄外の注の事項中「融通又は」を削る。

第４０号様式中

「融 通 金 返 戻
一時借入金償還申請書」を「一時借入金償還申請書」に、「財政課長 様」を「（財政課

長又は経理課長） 様」に、

「 年 月 日財政第 号で承認を受けた融 通 金
一時借入金について

北海道財務規則第１９２条第１項の規定により、次のとおり返戻償還したいので申

請します。 」

を

「 年 月 日 第 号で承認を受けた一時借入金について北海道
財務規則第１９２条第１項の規定により、次のとおり償還したいので申請します。 」に、

「融通を受けた
借入れを行った会計名」を「借入れを行った会計名」に、

「融 通 を し た 会 計 名
貸出しを行った金融機関名」を「貸出しを行った金融機関等」に、

「融通
借入額」を「借入額」

に、「返戻償還額」を「償還額」に、
「融通
借入年月日」を「借入年月日」に、

「返戻
償還年月日」を

「償還年月日」に改め、末尾欄外の注の事項中「繰上返戻若しくは」及び「返戻若しくは」

を削る。

第６４号様式中

「債権管理者
北海道知事 様
（部局長）

（通知義務者）
職 氏 名 � 」

を

「 第 号
年 月 日

債権管理者
北海道知事 様
（部局長）

（通知義務者） 」

に

改める。

第７４号様式中「出納員）」を「出納員等）」に改める。

附 則

（施行期日）

４北 海 道 公 報 号外第��号平成２２年３月３１日（水曜日）



１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 教育委員会の管理に属する道立の学校に係る平成２１年度の予算に係る支出その他の会計
事務に関しては、この規則による改正後の北海道財務規則（以下「改正後の規則」とい
う。）第９条第３項、第１８条、第１２２条、第１８７条、第３２３条、第３２５条第１項及び第３項、
第３２７条第２項、第３４８条第２項、第３５０条第１項並びに第７４号様式の規定にかかわらず、
なお従前の例による。
３ 改正後の規則第１７５条第１項の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」とい
う。）以後に公告その他の契約の申込みの誘引が行われる契約について適用し、施行日前
に契約の申込みの誘引が行われた契約については、なお従前の例による。
４ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道財務規則の規定に基づいて作成
されている用紙がある場合においては、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必
要な調整をして使用することを妨げない。
（北海道建設工事執行規則の一部改正）
５ 北海道建設工事執行規則（昭和３９年北海道規則第６０号）の一部を次のように改正する。
別記建設工事請負標準契約書式第３３条第６項、第４１条第２項及び第３項並びに第４６条第
３項中「年３．６パーセント」を「年３．３パーセント」に改める。
（北海道建設工事執行規則の一部改正に伴う経過措置）
６ 前項の規定による改正後の北海道建設工事執行規則の規定は、施行日以後に公告その他
の契約の申込みの誘引が行われる契約について適用し、施行日前に契約の申込みの誘引が
行われた契約については、なお従前の例による。

管理者が任免に関し知事の同意を要する職員を定める規則及び地方公営企業法第３９条第２
項に規定する知事が定める職を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第４９号

管理者が任免に関し知事の同意を要する職員を定める規則及び地方公営企業法第３９条
第２項に規定する知事が定める職を定める規則の一部を改正する規則

次に掲げる規則の規定中「及び次長」を「、次長及び主幹」に改める。
� 管理者が任免に関し知事の同意を要する職員を定める規則（昭和３９年北海道規則第２３
号）第２号

� 地方公営企業法第３９条第２項に規定する知事が定める職を定める規則（昭和４０年北海道
規則第１１５号）第２号
附 則

この規則は、公布の日から施行する。

北 海 道 公 報 号外第��号 ５平成２２年３月３１日（水曜日）



毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，１９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社
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